
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取組実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

達成度 達成状況に関する背景・要因

Ｄ

■成果指標「新たに市の支援により地場産品の高付加価値化に取り組んでいる事業所数」…【達成度c】
　市内部の支援体制について、農政、商工と別れているため、効果的な連携が図れなかった。
　目標には達しなかったが、特区に関連する事案も１社含まれ、関連するセミナーなどの出席状況からも関心が高まっており
今後増加が期待される。
■成果指標「地場産品の高付加価値化への取組を継続している事業所数（累計）」…【達成度c】
　上記の成果が低調なため、上積みができていない状況にある。

実績値

目標値

実績値

目標値

26 32

実績値 14 17 17 21

地場産品の高付加価
値化への取組を継続
している事業所数

地場産品を活用し、高付
加価値への取組の継続
状況を示す指標

出典：商工労政課
（６次産業化推進事業
の補助により高付加価
値化の取組を継続して
行っている事業所数）
※販売されていなくて
もカウントする

社

目標値 20

6 6

実績値 5 4 5 3 0 4

新たに市の支援により
地場産品の高付加価
値化に取り組んでいる
事業所数

地場産品を活用し、高付
加価値に取り組むこと
で、農業所得が向上する
効果を生み出し、地場産
業が活性化していること
を示す指標

出典：商工労政課
（６次産業化推進事業
の補助により高付加価
値化の取組を行ってい
る事業所数）
※販売されていなくて
もカウントする

社

目標値 6

(1)特産品開発と販路拡大の支援
○地元の農畜産物を活用した商品開発の支援
　・花巻産農畜産物を活用した加工品の開発に係る経費の一部を補助
○特産品の市内普及促進
　・花巻産農畜産物を活用した加工品の加工施設、加工設備、販売施設、提供施設の整備に係る経費の一部を補助
○特産品の情報発信と販路開拓支援
　・花巻産農畜産物を活用した加工品の広報宣伝、展示会出展等販路拡大に係る経費の一部を補助
(2)地域産業の情報発信
○農林業、商工業、観光業の連携による幅広い情報発信
　・市内産業に対する市民の理解を深め、次代を担う子どもたちの市内産業への興味や職業観の醸成により、地元企業への就業意識の動機
づけを図るため、「はなまき産業大博覧会」を開催
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多様な産業が連携し、高付加
価値を創出しています
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中
期
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現状と課題

農工商観連携の推
進

政策の
目指す姿

・地場産品は豊富にあるものの、その大部分が生産者や加工業者等による従来の生産・加工・販売方法にとどまっており、
農業者と商工流通業者の連携による付加価値の高い商品の開発・販売は十分ではない状況です。
・ひえカレープロジェクトなど、地場産品を生かして新たな商品やサービスを生み出そうとする取組が行われるようになってい
ます。

関係課名 定住推進課施策№ 2 施策名 特産品の開発
施策の

目指す姿
地場産品を活用し、付加価値の高い
多くの商品を開発しています



４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

番
号

1

担当課事務事業名

事業内容（実績）

地元の農畜産物を活用した付加価値の高い新商品の開発と流通のため、商品開発や販路拡大等の支援を行う。

特産品開発・販路拡大事業 商工労政課

施策への貢献度

直結度 成果

Ａ

（課題）
・業種の異なる事業者間の連携が必要であり、全体をプロデュースする人材の発掘や育成が必要である。

（今後の方向性）
・６次産業化については、製品化の研究からマーケットの検証、生産、販促活動、販売など多くの過程があり、これまでに開拓した外食産業、
大手百貨店、スーパー等のバイヤーとのネットワークを活かしながら、アドバイスをいただくとともに商談会等マッチングの場を創出する。
・構造改革特区によるワイン・シードル等果実酒の製造については原料が不足している状況にあり、生産拡大につながる取組と併せて支援を
行う。

６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）
なし

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・事業者のやる気を喚起すること、流通側の専門家からアドバイスを受けられるような仕掛け、仕組みづくりが必要である。

（新たに取り組むべき事業はないか）
・ターゲットとすべき農畜産物の絞り込みが必要であり、そういった面で戦略性が必要である。

Ｃ


